
 

 

                                                        18高教職第577号 

                                平成18年８月24日  

 

    各市町村（学校組合）教育長     

   県 立 学 校 長                 

    教 育 セ ン タ ー 所 長        様 

   各 教 育 事 務 所 長 

   各  課  長  

   

                                                   高 知 県 教 育 長 

  

年次有給休暇制度の改正について（通知） 

 公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成６年高知県条例第46号）が適

用される職員の年次有給休暇の取得促進を図ることを目的として、下記のとおり人事委員会

規則及び運用通知が改正されたので、平成18年９月１日以降はこれによってください。  

  なお、施行日における経過措置の取扱いについては、各所属において遺漏のないようお願

いします。 

 

記 

１ 公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正する規則 

  （平成18年８月24日高知県人事委員会規則第41号） 

 (1)  改正概要 

        年次有給休暇の基準日を１月１日（暦年付与）から９月１日に変更する 

 (2)  施行日 

        平成18年９月１日 

 (3)  経過措置 

        施行日前日に在職する職員の年次有給休暇の日数について、施行日から平成19年８

月31日までの間に限り繰り越して請求することができる。 

      ※別紙１「年次有給休暇起算日の変更に伴う経過措置」を参照し付与日数を算出する 

 (4)  公立学校職員以外の職員から公立学校職員への異動があった場合の調整規定 

        教育委員会事務局職員等から公立学校職員へ異動した場合は、基準日を異にして異

動することとなるため、この場合の付与日数の調整規定を設ける。 

      ※別紙２「学校職員以外の職員から学校職員への異動があった場合の付与方法」を参

照し付与日数を算出する 

２ 公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇の運用についての一部改正（18高人総第177 号） 

   上記規則の一部改正に伴い、再任用職員が、公立学校職員以外の職員から公立学校職員

に異動した場合、基準日を異にして異動することとなるため、この場合の付与日数の調整

規定を設ける。 

 注）特別休暇の取扱いは、従前どおりとする。 

 



公 立 学 校 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 規 則 の 一 部 を 改

正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 す る 。  

  平 成 1 8 年 ８ 月 2 4 日  

高 知 県 人 事 委 員 会 委 員 長  起 塚  昌 明   

高 知 県 人 事 委 員 会 規 則 第 4 1 号  

公 立 学 校 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 規 則 の 一 部  

を 改 正 す る 規 則  

公 立 学 校 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 規 則 （ 平 成 ６ 年

高 知 県 人 事 委 員 会 規 則 第 4 8 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 ９ 条 の 次 に 次 の １ 条 を 加 え 、 同 条 の 前 に 見 出 し と し て 「（ 年 次 有

給 休 暇 ）」 を 付 す る 。  

第 ９ 条 の ２  条 例 第 1 3 条 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 に お け る 年 は 、 ９ 月 １ 日

か ら 翌 年 の ８ 月 3 1 日 ま で （ 次 条 に お い て 「 休 暇 年 度 」 と い う 。 ）

と す る 。  

第 1 0 条 の 見 出 し を 削 り 、 同 条 第 ２ 項 第 １ 号 中 「 当 該 年 」 を 「 当 該

休 暇 年 度 」 に 改 め 、 同 号 の 表 中 「 １ 月 」 を 「 ９ 月 」 に 、「 ２ 月 」 を

「 1 0 月 」 に 、「 ３ 月 」 を 「 1 1 月 」 に 、「 ４ 月 」 を 「 1 2 月 」 に 、「 ５

月 」 を 「 １ 月 」 に 、「 ６ 月 」 を 「 ２ 月 」 に 、「 ７ 月 」 を 「 ３ 月 」  

に 、「 ８ 月 」 を 「 ４ 月 」 に 、「 ９ 月 」 を 「 ５ 月 」 に 、「 1 0 月 」 を 「 ６

月 」 に 、「 1 1 月 」 を 「 ７ 月 」 に 、「 1 2 月 」 を 「 ８ 月 」 に 改 め 、 同 項 第

２ 号 中 「 当 該 年 」 を 「 当 該 休 暇 年 度 」 に 改 め 、 同 条 第 ３ 項 中 「 採 用

さ れ た 年 」 を 「 採 用 さ れ た 休 暇 年 度 」 に 改 め 、 同 条 第 ５ 項 を 次 の よ

う に 改 め る 。  

５  条 例 第 1 3 条 第 １ 項 第 ３ 号 の 人 事 委 員 会 規 則 で 定 め る 日 数 は 、 次

の 各 号 に 掲 げ る 職 員 の 区 分 に 応 じ 、 当 該 各 号 に 掲 げ る 日 数 （ 同 項

第 ３ 号 に 掲 げ る 職 員 が 再 任 用 職 員 で あ る 場 合 に あ っ て は 、 そ の 者

の 勤 務 時 間 等 を 考 慮 し 、 人 事 委 員 会 が 別 に 定 め る 日 数 ） と す る 。  

( １ )  １ 月 か ら ８ 月 ま で の 間 に 職 員 と な っ た 者  1 3 日 に 職 員 と な

っ た 日 の 属 す る 年 （ 暦 年 を い う 。 以 下 こ の 項 並 び に 第 1 2 条 第 １

項 の 表 の 1 8 の 項 及 び 2 0 の 項 に お い て 同 じ 。） の 前 年 に お け る 年

次 有 給 休 暇 に 相 当 す る 休 暇 又 は 年 次 有 給 休 暇 の 残 日 数 （ 当 該 日

数 が 2 0 日 を 超 え る 場 合 に あ っ て は 、 2 0 日 ） を 加 え て 得 た 日 数 か

ら 、 職 員 と な っ た 日 の 属 す る 年 に お い て 職 員 と な っ た 日 の 前 日

ま で の 間 に 使 用 し た 年 次 有 給 休 暇 に 相 当 す る 休 暇 又 は 年 次 有 給

休 暇 の 日 数 を 減 じ て 得 た 日 数 （ 当 該 日 数 が ０ 日 を 下 回 る 場 合 に

あ っ て は 、 ０ 日 ）  

( ２ )  ９ 月 か ら 1 2 月 ま で の 間 に 職 員 と な っ た 者  3 3 日 に 職 員 と な

っ た 日 の 属 す る 年 の 前 年 に お け る 年 次 有 給 休 暇 に 相 当 す る 休 暇

又 は 年 次 有 給 休 暇 の 残 日 数 （ 当 該 日 数 が 2 0 日 を 超 え る 場 合 に あ

っ て は 、 2 0 日 ） を 加 え て 得 た 日 数 か ら 、 職 員 と な っ た 日 の 属 す

る 年 に お い て 職 員 と な っ た 日 の 前 日 ま で の 間 に 使 用 し た 年 次 有

給 休 暇 に 相 当 す る 休 暇 又 は 年 次 有 給 休 暇 の 日 数 を 減 じ て 得 た 日

数 （ 当 該 日 数 が 4 0 日 を 超 え る 場 合 に あ っ て は 、 4 0 日 ）  

第 1 0 条 第 ６ 項 中 「 一 の 年 」 を 「 一 の 休 暇 年 度 」 に 改 め る 。  

附  則  



（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 規 則 は 、 平 成 1 8 年 ９ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 規 則 の 施 行 の 日 （ 以 下 こ の 項 に お い て 「 施 行 日 」 と い う 。）

前 か ら 引 き 続 き 在 職 す る 職 員 に つ い て は 、 こ の 規 則 に よ る 改 正 後

の 公 立 学 校 職 員 の 勤 務 時 間 、 休 日 及 び 休 暇 に 関 す る 規 則 の 規 定 に

か か わ ら ず 、 1 3 日 に 平 成 1 7 年 に お け る 年 次 有 給 休 暇 の 残 日 数 （ 当

該 日 数 が 2 0 日 を 超 え る 場 合 に あ っ て は 、 2 0 日 ） を 加 え て 得 た 日 数

か ら 、 平 成 1 8 年 に お い て 施 行 日 の 前 日 ま で の 間 に 使 用 し た 年 次 有

給 休 暇 の 日 数 を 減 じ て 得 た 日 数 （ 当 該 日 数 が 2 0 日 を 超 え る 場 合 に

あ っ て は 、 2 0 日 ） の 年 次 有 給 休 暇 を 施 行 日 か ら 平 成 1 9 年 ８ 月 3 1 日

ま で の 間 に 限 り 繰 り 越 し て 請 求 す る こ と が で き る も の と す る 。  



新 旧

新

公立学校職員の勤務時間､休日及び肘掛こ関する規則(披榊

本則

対

(年､･脚

9の2　例13条,･1一･び　2項における　は　9月1日から翌年の8朋

1日まで(･条においてr　年　とい' )とする

第10粂　略

2　条例第13条第1項第2号の人事委員会棚陀定める日数は､次の各号に掲げ

る職員の区分に応じ､当該各号に掲げる日数とする｡

(1)当地蓮の中途において､新たに職員となったもの(次号に掲げる職

員を除く占)その都噺たに職員となった月に応じ､次の表の日数欄に掲

げる日数(再任用短時間勤務職員にあっては･その者の勤務時間等を考慮

し､人事委員会が別に定める日数)

職員となった月 俟)zb�

9jj~ �#�?｢�

(1日を除く) ��

旦旦 佛ﾃ�?｢�

11j｢ ��y?｢�

12~月 ��Y?｢�
I～ ��

1月 ��9?｢�

旦旦' ��)?｢�

3月 ���?｢�

照 秦

旧

公立学校職員の勤務時間､休日及び肘掛こ関する規則(抜榊

塵出遜坦塾

第10粂　略

2　条例第13条第1項第2号の人事委員会規則で定める日数臥次の各号に掲げ

る職員の区分に応じ､当該各号に掲げる日数とするo

(1)雲越生の中途において､新たに職員となったもの(次号に掲げる職員を除

く｡ )その者が新たに職員となった月に応じ､次の表の日数偶に掲げる日

数(再任用短時間勤務職員にあっては､その者の勤務時間等を考慮し､人事

委員会が別に定める日数)

職員となった月 仍�:｢�

1月 �#�?｢�

呈圭日を除く._ ��

≡ ��ﾉ厭ｲ�

由 ��y?｢�

戻 ��Y?｢�

亘旦 兔u�?｢�

一= ��)?｢�

7亘~ ��捧?｢�



(2)当該休暇年度において国家公務員等操例第13条第1項第3号に規定する

国家公務員等をいう｡以下この号において同じ｡ )となった者で､引き続き

潮たに職員となったもの　国家公務員等となった日において新たに職員とな

ったものとみなした場合におけるその者が職員となった月に応じた前号の表

の日数欄に掲げる日数から､新たに職員となった日の前日までの間に使用し

た年次有給休暇に相当する休暇又壮年次有給榊炭の日数を減じて得た日数

(この号に掲げる職員が再任用職員(地方公務員法第28条の4第1項､第28

条の5第1項又は第28条の6第1項若しくは第2項の規定により採用された

職員をいう｡第5項において同じ｡ )である場合にあっては､その昔の勤務

時間等を考慮し､人事委員会が別に定める日数)

3　前2項の規定にかかわらず､労働基準法第39粂第1項又は第2項に規定する

継続勤務年数の計算に当たり地方公務員法第28条の5第1項又は第28条の6

第2項の規定による採用後の勤務が退職以前の勤務と継紛するものとされる者

の当骸採用された休暇年度における年榔納咽の日数は､当骸採用後の勤務

と退職以前の勤務とが継続するものとみなした場合における日数とする｡

4　略

5　条例13　1項　3　の人　~　会Iuで定める日′は'ナの各号に　げ

る職　の区分に応じ　当該　号に掛ずる日(同項　3　に掲げる　が再一

周職員である場合にあっては,:その者g)勤務時間等を考慮し､人事挙兵会垂型

に定める日数)とする｡

1月から8月までの となった者 13日に となった日

旦旦 悼���

亘虫 土?｢�

i6BJ 典R��

旦旦 �3峯��

旦旦 們ｨﾉ��

(2)当産室において国家公務員等操例第13条第1項第3割こ規定する国家公

務員等をいう｡以下この剖こおいて同じo )となった者で･引き続き新たに

職員となったもの　国家公務員等となった日において新たに俄員となったも

のとみなした場合におけるその者が職員となった月に応じた前号の表の日数

欄に掛ヂる日数から､新たに職員となった日の前日までの間に使用した年次

有給休暇に相当する休暇又は年次有給榊暇の日数を減じて得た日数(この号

に掲げる職員が再任用職員(地方公艶邑法第28条の4第1項､第28条の5第

1項又は第盟条の6第1項若しくは第2項の規定により採用された職員をい

うC第5項において同じ｡ )である場合にあっては､その者の軸鄭網等を

考慮し､人事委員会が別に定める日数)

3前2項の規定にかかわらず､労働基準法第39粂第1項又は第2項に規定する

継続勤務年数の計算に当たり地方公務員法第28条の5第1項又は第28条の6

第2項の規定による採用後の勤務が退暇以前の勤務と継続するものとされる者

の当咳採用された年における年次有給脚臣の日数は､当該採用後の勤務と退職

以前の勤務とが継際するものとみなした場合における日数とする｡

4　略

5　条例13粂･1項　3号の人事委A　りで定める日　は20日に当核-の

辞における-　鮒職こ相当する脚駄文は　　帥臣の縄目(当該日

蚕旦旦を嘩える場合にあっては､ -120日)を卯えて得た日一数から､一一二職員とな2在

日の前日までの　に使用した･ ･　　に相当する榊又は'給榊の

日数を減じて得た日数(同号に掲げぞ岬唄碑



年僻-をいう　以下この項並びに12粂1項の表の18の項及び20の項

において同じ　の前-･における　次有森村掛こ相当する榊炭又は-､' .A

榊炭の残日･ (当該日･が20日を超える　にあっては､ 20日)を加えて得

た臼･.から･となった日のする　において　となった日の前日まで

の　に使用した歌有,､Fl .】に相当する榊艮又は年' ^脚の日　を減じ

て得た日(当該日　が0日を下回る鯵合にあっては､ 0日)

(2) 9月から12月までの関に･となった者33日に､となった日の

る　の前年における､給榊に相当　る　又は二､脚の残日数

(当該｡が20日を超える場合にあっては､ 20 ｡)を加えて得た日､から

となった日の属する科こおいて　となったロの前日までの　に使用し

た年次有糾棚に日当する榊　は　　給　の日　を　じて得た日

(当該日数が40日を超える場合にあっては､ 40日)

6　条例第13粂第2項の人事套員会規則で定める日野は､二些廻些蓮における

年次有給脚即) 20日を超えない範囲内の残日数とする0

7-9　略

その昔の･時等を考慮し､人事委会が別に定める口､とする

6　条例第13粂第2項の人事委員会規則で定める日数は､二空室における年次有

給脚隈の20日を超えない範囲内の残日数とする｡

7-9　略



18 高人総第177号 

平成 18年８月 24日 

 

 高知県教育長 様 

 

 

             高知県人事委員会委員長 

 

 

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇の運用について（通知） 

 

公立学校職員の勤務時間、休日及び休暇の運用について（平成６年 12月 21日付け

６高人委第 281号高知県人事委員会委員長通知）を下記のとおり改正したので、平成

18年９月１日以降は、これによってください。 

 

記 

 

 第４ 年次有給休暇関係の８を次のように改める。 

８ 規則第10条第５項の「人事委員会が別に定める日数」は、次の各号に掲げる職員

の区分に応じ、当該各号に掲げる日数とする。 

(１) １月から８月までの間に職員となった者 職員となった日の属する年（暦年

をいう。８において同じ。）における国家公務員等として在職した期間を職員の勤

務時間、休日及び休暇に関する条例（平成６年高知県条例第45号。８において「職

員条例」という。）第２条に規定する職員（８において「職員条例に規定する職員」

という。）として在職したものとみなして職員条例第13条第１項第１号の規定を適

用した場合に得られる日数に12分の８を乗じて得た日数（１日未満の端数がある

ときは、これを四捨五入して得た日数）に、職員となった日の属する年の前年に

おける年次有給休暇に相当する休暇又は年次有給休暇の残日数（当該日数が職員

となった日の属する年の前年における国家公務員等として在職した期間を職員条

例に規定する職員として在職したものとみなして職員条例第13条第１項第１号又

は第２号の規定を適用した場合に得られる日数を超えるときは、当該得られる日

数）を加えて得た日数（当該日数が職員となった日の属する年において既に付与

された日数を下回る場合には、当該既に付与された日数）から、職員となった日

の属する年において職員となった日の前日までの間に使用した年次有給休暇に相

当する休暇又は年次有給休暇の日数を減じて得た日数（当該日数が０日を下回る

場合には、０日） 

(２) ９月から 12 月までの間に職員となった者 職員となった日の属する年にお



ける国家公務員等として在職した期間を職員条例に規定する職員として在職し

たものとみなして職員条例第 13 条第１項第１号の規定を適用した場合に得られ

る日数に 12分の 20を乗じて得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四

捨五入して得た日数）に、職員となった日の属する年の前年における年次有給休

暇に相当する休暇又は年次有給休暇の残日数（当該日数が職員となった日の属す

る年の前年における国家公務員等として在職した期間を職員条例に規定する職

員として在職したものとみなして職員条例第 13 条第１項第１号又は第２号の規

定を適用した場合に得られる日数を超えるときは、当該得られる日数）を加えて

得た日数（当該日数が職員となった日の属する年において既に付与された日数を

下回る場合には、当該既に付与された日数）から、職員となった日の属する年に

おいて職員となった日の前日までの間に使用した年次有給休暇に相当する休暇

又は年次有給休暇の日数を減じて得た日数（当該日数が職員となった日の属する

年における国家公務員等として在職した期間を職員条例に規定する職員として

在職したものとみなして職員条例第 13 条第１項第１号の規定を適用した場合に

得られる日数に、２を乗じて得た日数を超える場合には、当該２を乗じて得た日

数） 

別表第２中「１月」を「９月」に、「２月」を「10月」に、「３月」を「11月」に、

「４月」を「12月」に、「５月」を「１月」に、「６月」を「２月」に、「７月」を「３

月」に、「８月」を「４月」に、「９月」を「５月」に、「10月」を「６月」に、「11月」

を「７月」に、「12月」を「８月」に改める。 



新旧対照表

○公立学校職員の勤務時間､休日及び休暇の運用について(抜粋)

新 从ﾂ�

第4年次有給休暇関係 ��cID韜�ﾈｸｸｷ�亊hﾅr�

1-7略 ��ﾓyz｢�

8規則第10条第5項の｢人事委員会が別に定める日数｣は､次の各号に掲げ 嶋ｴｹ�Y�c�����cXﾘ�,ﾊ)�ﾈ馼効醜檍*ｩ¥ｨ,�.�-�.�?ｩ�J8,ﾚI9h･僖�,�*�*�.��ﾙ�徂ﾏi�i5�9�,h+X,Hﾝﾙ�X+X+ﾘｯｨｭH/��X醜,h+X,Hﾝﾙ�X+X+ﾘ.�,ﾈ,h-ﾘ,�+X,H��~��

る職員の区分に応じ､当該各号に掲げる日数とするo 

(1)1月から8月までの間に職員となった者職員となった日の属する ��c�8���c�ﾘ��c�ﾘiiH,ﾙ�c(ﾘh,ﾈｴｹ.�/�4ｹw�+X+ﾘ�ｨﾘx,�;�.x.ｨ.�?ｩ�H,唔9b�

(暦年をいう08において同じo)における国家公務員等として在職した期 丼僖�,ﾉ���,�*�*�.僖韜�ﾈｸｸｷ��,��ｩ9h+x.亶�冓H,ﾙD韜�ﾈｸｸｷ��,ﾈ�9?ｩ�B�

･間を職員の勤務時間､休日及び休暇に関する条例(平成6年高知県条例第 忠9h･�?ｩ�H*ｩ9h･僖�,ﾉ���,�*�*�.俛�徂ﾏik�ｾ�9�,h+X,Hﾝﾙ�X+X+ﾙ*ｩYx/�侍��,h+X,Hﾝﾙ�X+X+ﾘ.�,ﾈ,h-ﾘ,�+X,H��~��c�8���c�ﾘ��c�ﾘiiH,ﾙ�c(ﾘh,ﾈｴｹ.�/��4ｹw�+X+ﾘ�ｨﾘx,�;�.x.ｨ.�?ｩ�H/�+H*h.�,h*ｸ,ﾚI9h･�;�.x.ｨ.�?ｩ�B�/���*h,B�ﾘ���H�ﾂ粐ﾒﾒﾒﾒ粐粐ﾒ簫ﾒ粨����辻ﾒ籔ﾈ耳耳痔辻ﾒﾔ辻ﾒﾒﾒﾒﾘ耳爾ﾒﾒﾒﾔ辻闔ｨ耳耳爾ﾒﾒﾒ簫ﾒﾒ籀��辻�������ﾔ辻簫簫ﾘ耳爾ﾔ辻ﾒﾒ苒ﾒﾒﾒﾒ"ﾘ����｢ｴｨ爾ｶ"$��ｧh+ﾙ?ｩ�B�9h･�?ｩ�H*ｩ9h･僖�,�*�*(,Hｯ�,儻Iu�+8.ｨ+ﾙ?ｩ�H/�岑��.��ｩ�膓�Fu��9iMHｯ�,儻Iu�+8.ｨ+ﾙ?ｩ�B�*�.zI9h･僖�,�*�*(,I�X醜,h,�,�+ﾙ?ｧ��4u���(,R�,ﾈｭH,俶yw�+X+ﾙD韜�ﾈｸｸｷ��,��ｩ9h+x.亶�冓H,ﾙD韜�ﾈｸｸｷ��,ﾉm･��H/�悠|｢�,I;�+ﾙ?ｩ�H,h+x.薬�

45号08において｢職員条例｣というo)第2条に規定する職員(8におい 

て｢職員条例に規定する職員｣というo)として在職したものとみなして 

貞条例第13条第1項第1号の規定を適用した場合に得られる日数に12分の 

8を乗じて得た日数(1日未満の端数があるときは､これを四捨五入して 

得た日数)に､職員となった日の属する年の前年における年次有給休暇に 

相当する休暇又は年次有給休暇の残日数(当該日数が職員となった日の属 

する年の前年における国家公務員等として在職した期間を職員条例に規 

する職員として在職したものとみなして職員条例第13条第1項第1号又は 

第2号の規定を適用した場合に得られる日数を超えるときは､当該得ら 

る日数)を加えて得た日数(当該日数が職員となった日の属する年におい 

て既に付与された日数を下回る場合には､当該既に付与された日数)から､ 

職員となった日の属する年において職員となった日の前日までの間に使用 



新 从ﾂ�

した年次有給休暇に相当する休暇又は年次有給休暇の日数を減じて得た日 湯���z｢�｣､口 数(当該日数が0日を下回る場合には､0日) (2)9月から12月までの間に職員となった者職員となった日の属する 

年における国家公務員等として在職した期間を職員条例に規定する職員と ｣ して在職したものとみなして職員条例第13条第1項第1号の規定を適用 

｣ した場JAに得られる日数に12分の20を乗じて得た日数(1日未満の端 

｣【コ があるときはこれを四捨五入して得た日数)に､職員となった日の属す 

ヽ る年の前年における年次有給休暇に相当する休暇又は年次有給休暇の残日 

敬(当該日数が職員となった日の属する年の前年における国家公務員等と I して在職した期間を職員条例に規定する職員として在職したものとみなし 

し_′ て職員条例第13条第1項第1号又は第2号の規定を適用した場合に得ら 

ヽ れる日数を超えるときは当該得られる日数)を加えて得た日数(当該日 

ヽ 数が職員となった日の属する年において既に付与された日数を下回る場合 

し.一 には当該既に付与された日数)から､職となった日の属する年におい 

し-ヽR て職員となった日の前日までの間に使用した年次有給休暇に相当する休暇 

し_ 又は年次有給休暇の日数を減じて得た日数(当該日数が職員となった日e) 

/ロ 属する年における国家公務員等として在職した期間を職員条例に規定する 

職員として在職したものとみなして職員条例第13条第1項第1号の規定 ｣ を適用した場合に得られる日数に2を乗じて得た日数を超える場合には-㌔ 

｣仁一ヽ 当該2を乗じて得た日数) 9.10略 

～＼



′　ー

別表第2 劔劔劔劔¥ｩUﾉ�c"�

職 負 艇耳�"����10 免ﾂ�12 ���i 亦�A 亦�A �9��旦 �� ��R�X��( ll 宝%��ﾈ��旦 月 ���ﾈ��_5_ 月 ��r�ﾈ��7_ 月 �%R�ﾈ��隻 月 ����ﾈ��1日 月 �����ﾈ�� 

と な っ た 月 �?｢�/����ﾈ�*ﾒ���月 佇��月 佇��月 佇��月 佇��月 佇��月 劍,b�,��,��+ﾒ�ﾈ��日 を 除 月く ) 

係 数 ���ll/ 12 ����ﾂ��"�9/12 唐��"�7/12 澱��"�5/12 滴�ﾃ�"�3/12 �(�ﾃ�"�1′12 劍ﾅr��B�1 免ﾂ���"�IOノ 12 祷�ﾃ�"�8′12 途��"�6/12 店�ﾃ�"�4′12 �2��"�2/12 ����"�
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